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平成16年度 600，000 0 600，000
平成17年度 800，000 0 800,000
平成18年度 600，000 0 600，000
平成19年度 500，000 150，000 650，000













































































ドイツ連邦共和国基本法は、 連邦と小"'の立法権限を次のように規定する。 まず、 ＇州は基
本法が連邦に権限を付与しない限りで立法権を有し、 また基本法は専ら連邦に帰属する立
法権と連邦と小卜1の競合的立法権とを規定する（第70条）。 連邦の専属的立法権に属するも








項）。 郡、 市町村、 市町村連合などの地方制度ば州の立法権に属するものであるが、 連邦は
』州の憲法的秩序が基本法に適合することを保障する（同第3項） との規定がその前提条件
を形造っている。











少,,, の立法権限が大幅に拡張されたことである。 第三に、 自治体に関わる立法に関して連邦









総務・管理 4,140 i 
軍事 23,740 ， 
公安・警察 2,458 I 
教育・研究 10,611 ！ 
社会保障 120,929 I 377,914 
保健・環境・体育 908 i 
住宅・都市計画 1,090 i 
自治体協同業務 48 I 
産業振興 6,538 ! 
交通通信 10,117 I 
公企業 8,487 I 
特別財産等 5,108 I 
一般財務管理(a) 67,046 I 1,545 
歳出合計(b) 269,642 379,459 
純歳出額(b)ー(a) 202,596 377,914 
比率（％） 23.7 44.2 






























































上を占めている。 次いで軍事、 産業振興、 交通通信等がある。fl'Iでは教育 ・ 研究が最大の
歳出分野であり、 約4割を占める。 次いで社会保障、 公安 ・ 警察、 産業振興といった分野
が続く。 自治体における最大の歳出分野は社会扶助や児童福祉を中心とする社会保障であ
り、 約3分の1を占める。 次いで大きいのは自治体共同業務であるが、 これは下水やごみ
処理街路整備など公益事業 ・ 生活インフラ整備に関わるものである。 次いで教育 ・ 研究
が続くが、 相対的な負担関係で見ると保健 ・ 環境 ・ 体育、 住宅• 都市計画といった分野で
も大きな役割を果たしていることがわかる。
(2) 租税配分と財政調整
連邦 ・ 州 ・ 市町村の 税源配分や財政調整については、 基本法第104a条以降がその枠組み
を定めている。 まず、 第106条は関税や資本流通税等が連邦に帰属し、 財産税、 相続税等






市町村税としては不動産税、 営業税、 地域的消費税 ・ 支出税が挙げられる（第106条第
6項）が、 この うち不動産税と営業税については第28条第2項ともあわせて税率決定権が
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く資料>Hanns Karrenberg und Engelbert Munstermann, Gemeindefinanzbericht, In: Der Stiidtetag 












次に、 図1-3 は経常会計の歳出構造を示したものであるが、 参考として資産会計におけ
る投資的経費もあわせて表している。 当初東部州自治体において歳出の半分以上を占めて
いた人件費がこの間急速に削減され、05年には一人当たり人件費では東部朴lが西部朴lを下




図1-3自治体歳出の推移（ 一 人当たりユー ロ）
＇
東部5州西部8州










※ 経常的物件 I 600 
・・・ ・ ・ 社会給付費I 500 
● 利払費
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自治体の財政構造全体を通じては、 次のようなことが指摘できる。 第一 に、 財政規模と
しては、 東部州自治体は西部州自治体より若干小さいものの、 ほとんど同水準となってい
る。 第二に、 歳出構造の上では、 両者はかなり接近してきているといえる。 但し今後、 東







調整交付金を含む移転財源、 それに料金収入などから構成されている。 なお、 ドイツの公
会計制度では債務は資産会計で扱われるため、経常会計には表れない仕組みとなっている。















ざる制度変更に さら されてきた 経緯がある。























る付加価値税案である(Wissenschaftlicher Beirat 1982, 関野2005)。 これは、 収益に支払賃
金、 家賃地代、 支払利子、 リ ース料等を加えて算出する「加算型付加価値」を課税標準と
する案である。 これは80年に賃 金税が廃止された後に出された報告書であるが、地方税と
しての営業税に求められる応益性、 収入の安定性、 地域間税収格差の緩和、 という要件に














ば州によって異なっている。 概していえば、 共同税州取得分の20%前後、 小1,1税の土地取得
税や自動車税などの20%程度、＇州間財政調整の小i'I取得分の20%前後、 といった繰入れによ
って財政調整財源がまかなわれているといえる。 しかし例えば06年の数字でいえば、 バイ
エルン州では義務的財源の繰入率は11.6%と低くされているが、 土地取得税の38.1 %、 自







配分される。 まず、 配分の基準となるものは、 それぞれの自治体における租税力測定値と
需要測定値の差額の一 定割合（最低保障率）である。 租税力測定値は平均税率で調整した
市町村税と共同税分与の合計、 需要測定値は補正人口に一人当たり基準額を掛け合わせた
ものである。 補正人口は、 実際の人口に人口規模によって累進する係数を掛けたり、 自治
体の特殊事情（軍の駐屯地、 保養地、 中核的都市等）への配慮を行ったりして求められる。
なお、 一人当たり基準額は、 基準交付金の配分総額と各自治体における租税力測定値 ・
































どまっている。これに対して、社会給付費は 90 年代前半に一 貫した晶い伸びを示し、 96
年から 3 年間減少に転じたものの、 その後再び急増している。
自治体歳出における社会給付費の最大の費目は、 社会扶助費である。 社会扶助は日本で





















































� 社会扶助件 7-,E 失業扶助件数�























とである。 求職者基礎保障は、 自治体が実施していた社会扶助と連邦雇用エ ー ジェンシー
が実施していた失業扶助とを統合したものであったが、 その実施主体として雇用エ ー ジェ
ンシーと自治体のいずれであるべきかについて立法時点では結論を見出すことができず、
さしあたり実験条項のもとで複数の実施主体モデルでの試行を行うこととされた。 現在の




業訓練を重視する雇用エ ー ジェンシー側とで、 両者の資源や経験を共有しつつ実施してい
くことの困難性、 連邦と自治体の混合行政としてのこうした形態が連邦制の原則に悸るの
ではないかという疑問、 また、 協同機関における自治体の政策的影響力の弱さ、 などの点






















不効率性、 いわゆるモラルハザー ドを強調する議論に終始していることとは、 この点が大
きく異なるといえる。
ところで、 こうしたモラルハザ ード論に対するレンチュの次のような指摘（レンチュ
2006) は興味深い。 立案、 執行、 財源調達の主体が制度的に一 致すべきであるという連邦
主義的経済理論の理念型は、 ドイツ社会国家理念からの要請に応えることができない、 と
の指摘である。 ドイツ連邦基本法は、 社会連帯、 法の下での平等、 連邦統一的な生活関係
といった社会国家理念を掲げており、 その下に構築される政府間関係においてはそもそも
立法、 執行、 財源調達は 一致しないものとして形造られている。 連邦法に定められるサ ー
ビスを、 全ての地域の住民に対して同様にかつ同一の水準で保障することがそもそも財政








ていた。 自治体側の主張点は、 とりわけ社会扶助費のような、 連邦法や州施行法によって
義務付けられ、 自らの権限が制約されている事務にかかる費用が、 専ら自治体の負担とな
っていることを問題としていた。 しかし、 連邦制原則の下では、 連邦は自治体に対して直
接にこうした経費に対する財源移転を行うことはできず、 こうした経費に対する財源保障
は専ら、 各州の自治体財政調整に拠ることになる。






であり、 法律に規定された事務から発する支出 に適合した財源 の保障を意味する




連性原則を州憲法に明記する動きが見られる。 例えばノルトライン ・ ヴェストファ ーレン
州憲法第78条第3項には、04年6月の改正で次のような規定が追加された。 「新たな事務
の委任または現存の委任事務の変更がそれに関わる市町村または市町村連合に大きな負担






定基準• 手続きの明確化、 ③財政調整の意思決定プロセスヘの自治体代表団体の参画、 を
憲法上に明記する、 というのがこの間の改正動向である。
こうして導入された牽連性原則や州 ・ 自治体間協議が財政調整をめぐる小卜1 ・ 自治体間対
立を解決するものであるか否かは、 今しばらく状況をみるしかない。 この改正を経てもな
お自治体による財政調整訴訟は起こされており、 原則の具体的運用や 「協議」 の拘束力な
どの点で州 ・ 自治体間の食い違いは依然生じている。 とはいえ、 「 分権化」を自治体に対す
る負担転嫁に終わらせないことや、J小1と自治体が対等な立場で協議の場に臨むことといっ
た点で州・自治体間財政関係には一定の合意が形成されつつあるといえよう。
(2) 民営化 ・ 外部委託化の動向と自治体の政策的影響力の低下
連邦.)'トI • 自治体という政府部門内の関係再編と並行して、 政府部門と民間部門との関
係の再編も進展してきている。 以下では自治体における民営化・民間委託化の進行とそれ
に伴う諸課題について考察する。








による公営事業分野への民間企業参入という、 別の事情が働いている (Herrermann2000) 。






またごみ収集 ・ 処理事業については、96年施行の循環経済 ・ 廃棄物法が大きな制度変化
をもたらしている。 同法はリサイクルの一層の進展を促すために処理業務への民間参入を
明確にする一方、 再生可能なごみは民間企業が回収 ・ 再資源化し、 家庭ごみ ・ 資源化不能




多くは民間企業に業務を委託しており、 自由化 ・ 市場開放圧力の下でこうした外部委託化
は増加する傾向にある。






「近代 の 大衆化された生活 形態を余儀なく され た人間 が 生活上必要と す る給付」






































自治体における将来計画策定への参加、 地区単位の集会開催、 行政と住民団体の協議、 各
種団体の円卓会議開催など、 住民が行政的意思決定に参画しうる多様なチャンネルが開か
れるようになった。
こうした自治体意思決定の枠組み変化の下で、 各自治体は 「 市民自治体」Bilrgerkommune
とのスロ ー ガンを掲げ、 参加への各種チャンネルの整備とともに、 自治体業務の運営を市
民団体に委ねるための条件整備に乗り出している。 90 年代に自治体行政改革を席巻した新











数千の財団が新設されるという 「財団プー ム」が生じている。 これらの多くが学術研究、 教





















について、 「市民を顧客として捉える行政改革の後、 行政と自治体政治とは、 市民をその政
- 15 -
治的機能に組み込み、 公共サ ー ビスの協働者として捉えることに、 まだ十分に成功してい
ない」(Enquote Komm1ss10n 2002) としている。









ドイツの自治体は、 とりわけ 1990 年代以降現在に至るまで、厳しい財政状況の下に置か
れてきた。 その主な原因は次の諸点にあると考えられる。 第一に、 これはドイツに限らず
各国に共通した傾向といえるが、 分権化の潮流の下で、 中央政府から地方政府へと移譲さ
れる事務事業が増える一方で、 それに必要な財源が必ずしも移転されてはいないというこ













こうした状況の下、 社会扶助制度を含む雇用政策の抜本的な再編を目的とする 「 労働市
場における現代的サ ー ビスのための第四法（以下ハルツ IV 法と略す）」 2が 2003 年末に成
立した。 同法は、 2002 年 3 月に設立された諮間委員会一ー委員長であるフォルクスヴァ ー
ゲン取締役 Peter Hartz の名を冠してハルツ委員会と呼ばれる―の報告に基づく一連の雇
用政策改革に位置づけられるが、 上記のような自治体の財政状況に鑑みて、 特に自治体の
社会扶助費負担問題の抜本的解決をも企図したものであった。
本稿は、このハルツ IV 法による社会扶助制度改革と自治体財政の関係について、 特に
次の二点を中心に論ずることを課題とする。 第一に、 同改革によって自治体の社会扶助費









2 Viertes Gesetz fiir modeme Dienstleistungen am Arbeitsmarkt vom 24. Dezember 2003, BGBI. I, 
S.2954. 同法は、社会法典第二編の制定とそれに伴う約 60 件の他法改正• 新設を含む 一括法で
ある。




そこで以下では、 次のような構成で論じていく。 まず、 ハルツ IV 改革に至る経緯を概
観することで、 同改革がなぜ、 自治体財政危機の解決策としての課題を担うことになった
のかを明らかにする。 次いで、 この改革のアウトラインを略述するとともに、 前述の二つ
の論点に立ち入って検討を行う。 また、 施行後半年を経た時点での自治体財政負担状況に
関する暫定的なデー タを用いて、 SGBII の自治体財政への影響について考察する。
1 . ハルツIV改革の「前史」







の結果社会扶助の受給者は増加の一 途をたどった。 社会扶助費は、 その歳出額の大きさと
膨張傾向という事情のみならず、 自治体財政にとって次のような意味でも財政ストレスを
もたらすものとされてきた。





















ものであったことである(lnhester 1998)。 実際、 バ ーデン ・ ヴュルテンベルク州憲法裁判所










の判例では、 「市町村 ・ 市町村連合による社会扶助事務の執行は、本質的に連邦法上の規定
に則って執行されるものであり、 従って自治事務におけるような企画構成の余地は全くな
い」 5との見解が示されている。 このように、自治体の裁量の余地がない事務であるにもか
かわらず、 形式的には自治体の 「自治事務」とされ、 その費用は全て自治体が負担するも






て手を供いていたわけではない。 自治体が社会扶助受給者への自立 ・ 就労支援に取り組む
ことによって受給者が一般労働市場 （社会保険適用の雇用）に職を得ることができれば、
自治体は社会扶助費をそれだけ削減できるばかりでなく、 元受給者が再度失業したとして
も、 その後は失業保険の網で受け止められることになる。 その意味で、 自治体が社会扶助
受給者の自立 ・ 就労支援 に取り組むことは、 その負担を失業保険制度へと押し戻す意味を
もっていた。





れた社会扶助受給者への最長 6 ヶ月の付加的給付 （第 18 条第5項）、 雇用主に対する補助
金（第 18 条第 4項）、 若年失業者に対する雇用機会創出 （第 19 条第 1項）、 一般労働市場
でない職（公的雇用や非営利団体等の雇用）への就労に対する労働対価や追加費用補償（第
19 条第2項）、 扶助申請者の職業訓練・職業教育機会の提供と当該期間における生計扶助
プラス追加経費補償の支給 （第 20 条）等である。
とはいえ、 自治体はこうした連邦による就労扶助強化策以前に、 すでに積極的な労働市
場政策に取組み、 多くの実績を挙げていた凡 90 年代半ばにドイツ都市会議は加盟都市に
対して就労扶助の実 施状況についてアンケ ー ト調査を実施しているが、 それによると自治
体の取組みは次のような状況であったことがわかる(Fuchs 1997)。 93 年時点での調査に比
較して、96 年現在の調査結果では、自治体の就労扶助による雇用総数は 67%も増加したと
される。 雇用形態別でいえば 32%が自治体、 11%が公営企業、 7% が民間企業、 23%が福
祉団体、 その他民間団体 27%となっているが、 自治体の規模によってこの比率は多様であ
るほか、93 年調査に比べると徐々に自治体雇用から民間雇用へのシフトが見られることも
指摘されている。 なお、 アンケ ートに回答した 186 都市のうち 157 都市において、 市が全
額出資ないし共同出資する雇用創出企業が設立されており、 受給者の職業訓練 ・ 教育、 公
益的雇用、 民間企業への就労斡旋等の業務を担っていた。96 年の実績に基づく同調査の推
計では、この就労扶助の枠組による雇用創出はドイツ全体で約 20 万件、出資企業による雇
5 StaatsgerichtshofBaden-Wilrttemberg, DVB/. 1994, S.206, In: Schoch/ Wieland (1995), S. l 02. 






働局（職安）と自治体との連携も試みられるようになった。 MoZArT (Modellprojekte zur 
Verbesserung der Zusammenarbeit zwischen Arbeitsamtem und Sozialhilfetragem : 労働局と社会
扶助実施主体の協働の改善のためのモデルプロジェクト）という名称のこのプロジェクト
は、 後述するハルツ IV 改革の予備実験ともいえるものである。 連邦雇用庁（現連邦雇用
エ ー ジェンシー）の地方機関である労働局（現労働エ ー ジェンシーAgentur fiir Arbeit、 以下
AA) は、 失業保険の枠組みにおける給付および職業斡旋·訓練を実施していたが、 自治体
の就労扶助が活性化するにつれ、 労働局と自治体との連携のあり方が問われるようになっ






‘ こうした状況を受け、 連邦政府は01年からの2年間を期限に、 30団体を指定したパイ
ロット・プロジェクトに着手した。 両主体の連携とは次のような内容をもつものである。
第一に、 社会扶助受給者と失業扶助受給者に関するデータを相互に交換し、 把握しあうこ
と。 第二に、 自治体と AA が共同で設立した機関 （ジョプセンター）に対してそれぞれの
業務を委託すること。 第三に、 両者の就労支援措置を相互の受給者に対して開くこと、 す
なわち雇用促進法に基づく就労支援措置を社会保険上の受給要件を満たさない生計扶助受




は幾つかの解決されるべき問題が指摘されているものの、 概ね自治体と AA の協働に関し
ては積極的な評価を下し、 その時点ですでに成立していたハルツ IV 法の下で、 この協働
がさらに進展することを期待するものとなっている。
(4)市町村財政改革委員会






7 Gesetz zur Verbesserung der Zusammenarbeit von Arbeitsamtern und Trager der Sozialhilfe vom 20. 






















「牽連性原則」Konnexitatsprinzip に言及しておく必要があろう。 これは、 業務の権限・責
任の所在と財政負担責任の一 致を求める原則であり、 両者が乖離した場合に生ずる 「 モラ
ルハザー ド」（ないし財政錯覚）による過大な支出を防ぐための原則といえる。自治体代表






枠組で行われることになる。 しかし小,,,は自らも苦しい財政事情の下で、 自治体の一 般財源
を十分に保障してきたとは言いがたく、 それゆえ財政調整制度に対する自治体の不満はま
すます大きくなってきていた。








8 営業税改革をめぐる議論とその顛末については、 武田 (2004a)および関野(2005)参照。






ハ ルツ IV 改革は自治体と連邦との関係が主であるため、 こうした自治体. 1小I間の行財
政関係とは別の困難があり、 牽連性原則を連邦基本法に盛り込むという自治体の要求は実




2005 年 1 月に施行されたハルツ IV 法の主な内容は、 BSHG を「求職者に対する基礎保
障法」（社会法典第 2 編、 以下 SGBII) および「連邦社会扶助法」（社会法典第 12 編、 以下
SGBXII) とに再編するものであった。 SGBII の表題が示す通り、 この法律は稼働能力あり
と判定される長期失業者（失業保険給付の給付対象外となる者）に対して、 生活保障給付
を行うとともに、 その社会生活・職業生活への統合を支援する各種プログラムを提供する
ことを定めたものである。 これに対して稼働能力なしと判定されたケ ー スについては
SGBXII の対象とし、 この部分は従来の社会扶助と同様、 自治体によって担われるものと
なった。
また同時に同法は、 従来社会法典第3編に規定されていた失業給付のうち、 失業扶助の
部分を分離し、 これを SGBII に統合するものでもあった。 失業扶助とは、 旧連邦雇用庁が
管轄した失業給付であり、 保険原理に基づく失業手当の給付期間が終了してなお失業状態
にある場合に、 無期限・税財源による所得保障（失業手当より給付水準は低い）を行うも
のであった。 今改正により、 従来の失業手当は失業手当Iと名称変更され、 失業扶助と社
会扶助とが失業手当 II として統合されることになった。これは同時に、 失業扶助の給付業
務を行っていた AA と、 社会扶助の給付を行っていた自治体社会局との関係を再編するも
のでもあった。 これは前述の MoZArT プロジェクトの延長上に位置づけられ、 AA と自治
体社会局との協同組織の設置を可能にする仕組みを盛り込んでいる。 これは、 AA の施設
であるジョブセンタ ー 内に、 AA と自治体の協定に基づいて協同体 (Arbeitsgemeinschaft)
を設置し、 双方から職員を派遣して運営するものである。 すなわち、 職業訓練·職業斡旋
という点で専門性をもつ AA と、 長期失業者の抱える個人的問題一依存症、 負債、 家族問
題等ーヘのケアに専門性をもつ自治体社会局とが、 相互の資源や経験、 専門性を共有して
協働していくという仕組みであり、 これが同法の眼目のひとつであるといえる。
ところで、 ハ ルツ IV 法施行半年前の 04 年 7 月 30 日付で、 SGBII の施行主体をめぐって
同法には大きな改正（第二次改正）がなされたという経緯がある凡この改正は、 同法の
実施主体を AA と定めていた当初の規定に対して、 自治体が単独で実施主体となる選択肢
を実験条項で追加したものであり、 この結果同法の実施主体には次の三つの選択肢が設け
られることとなった。
第一 に、 AA と自治体とがそれぞれに SGBII に定められた給付を別々に実施する方法で
ある。 第6条第1項第1号は、 同法の実施主体が原則としては AA であることを定め、 ま
た同第 2 号は、 統合給付（第 16 条）、 住居・暖房費の給付（第 22 条）などについては郡お
よび特別市が実施することを定めている。 つまり、 AA と自治体が協同組織を作らずに、
10 
Gesetz zur optionalen Tragerschaft von Kommunen nach dem Zweiten Buch Sozialgesetzbuch vom 































では受給者への住宅 ・ 暖房費給付は全て自治体負担とされていたが、 自治体の財政負担を
25億ユ ー ロ軽減するために、 住宅・暖房費に対する連邦負担を導入することとしたのであ
る 120
この25 億ユ ー ロという数字の根拠は定かではないが、 この間の連邦政府による減税政
策の下で市町村の損失が、 2004年については35億ユ ー ロ（うち 22億が直接的な税収減）
とされていること 13から、 こうした数字をもとに、両院調停委員会において自治体との妥
協の途を探った結果ではないかと考えられる。この妥協によって、ハ ルツ IV 実施に難色
II 住宅手当はWohngeldgesetzvom 14. Dezember 1970, BGBl. I, S.1637. に定められ、一定の所得制
限の下で普遍的な住宅費用への給付として実施されてきた。 ハルツ IV 法によって改正され、
各種社会給付の受給者は対象外とされた。
12 Beschlussempfehlung des Vermittlungsausschusses vom 30. Juni 2004, Bundestag Drucksache 
Nr.15/3495. 




ものともいえる。前述の連邦の住宅費補助率 29.1%は、 この 25 億ユ ー ロの自治体負担軽減
を前提として逆算して求められたものである。
さて、 第二次改正によって追加された SGBII 第 46 条第 5 項以降を見てみよう。まず第 5
項は次のように定める。「連邦は第 22 条第1項に基づく住居および暖房に対する給付につ
いて、自治体が労働市場における現代的サ ー ビスのための第四法による年額 25 億ユ ー ロの
負担軽減を保障する目的で、 費用負担を行う。」すなわち SGBII の条文本文において自治
体の負担軽減額 25 億ユ ー ロが明記されたことになる。その上で第 6 項は、 05 年について
は連邦の住宅費負担率を 29.1%と定めるが、 その後のこの負担比率の見直し方法を定める
次のような規定をも盛り込んでいる（このことから 「改正条項 Revisionsklausel 」と呼ばれ
る）。「この比率は 2005 年3月1日および 2005 年 10月 1 日に検証される。検証の結果、自
治体に対する年 25 億ユ ー ロの負担軽減を超過あるいは不足していた場合には、連邦の負担
率は 2005 年 1 月 1 日に遡ってこれに対応するよう調整される。2005 年 10月 1 日の検証に




列挙し、前者が後者を 25 億ユ ー ロ上回るように連邦負担比率を算出する際の計算方法や基
礎にする統計について、 きわめて詳細に規定している。これに従って自治体にとっての財
政負担の増加 ・ 軽減要素を整理すると次のようになろう。なお、 図 2-1 はこの負担増減の
主なものについて簡略に図式化したものである。自治体の主たる負担増加要素は、 SGBII
受給者に対する住宅 ・ 暖房費給付である。 その他、 受給者の抱える個人的問題（依存症、









































せる。 SGBII のこうした規定は、 州 ・ 市町村間の行財政関係をめぐる軋礫とそこから得た
経験を、 連邦• 自治体間関係に適用した典型例とも考えられる。
さて、 ハルツIV法は 03 年 12 月に成立し、 05 年 1 日に施行されたのだが、 この施行前
に4回もの改正が行われている。 多くは細部の改定や他法との関連での修正であるが、 前
述の第二次改正はその中の最大の改正であった。 法制定経過のなかで論議を呼んでいたニ















まず、 ドイツ都市会議は、 03 年の市町村財政改革委員会答申の時点から、 失業扶助と社
会扶助の統合と連邦雇用エ ー ジェンシーを主体とするその実施について、 肯定的な立場を
示していた。 同委員会の最終会議で両扶助の統合が合意された後、 都市会議代表は次のよ
うなコメントを発表している。 失業扶助・社会扶助の統合が連邦の責任において行われる
べき、 という点で委員会の多数意見が一 致をみたことに歓迎の意を表する。 我々が長い間
要求してきたのは営業税の現代化（これは実現しなかったが一�引用者）と社会扶助費負
担の軽減であり、 「 市町村財政改革の動きは、 正しい方向に進んでいる」、 というものであ
る I \




15 Pressmitteilung des Deutschen Stiidtetags vom I. Juli 2004. 
1
6 Kommission zur Reform der Gememdefinanzen (2003). 





さらにその一年後、 05 年 9 月に行われた連邦議会選挙に先立って、 都市会議は 10 項目
からなる要望書を各党に提出したが、 その中でハルツ IV に関して次のような見解を示し
ている 19。 まず、 ハルツ IV 法に盛り込まれた 25 億ユ ー ロの自治体負担の軽減は必ず実現
すべきであることを強調した。 その上で、 ハルツ IV 改革の今後について次のように述べ
た。 「 失業とのたたかいは国民的任務であり、 地域共同体の業務にのみ帰せられる
べきものではない。 それゆえ、連邦は失業問題の結果としての財政負担責任を免れ
ない。 失業者への基礎保障に関する財政責任の自治体化には、 都市は断固反対す














なお、 郡会議は 04 年末に 11 の郡が SGBII の違憲性を問う訴訟を起こしていることにつ
いて、 これを積極的に支援する立場をとり、 特に同法が以下の点で大きな問題を抱えてい
ると指摘した(Henneke 2005)。第一に、同法第 6 条第 1 項が自治体の事務を規定しているこ
とについて、 自治体の事務に関する立法ば州の権限であり、 連邦法が自治体に直接事務を
委任することは、 基本法に定める連邦制の原則に抵触すること。 第二に、 連邦の機関であ
る AA と自治体とが協同体を設置することは、基本法第 83 条以降に定める各政府の権限範







体モデルでは、 この専門性と体制を AA はーから作り上げねばならず、 自治体はこれを失
うことになる。 第二に、 受給者や地域的な労働市場への近接性という点で、 自治体は集権
18 Pressmitteilung des Deutschen Stiidtetags vom I. Juli 2004. 
19 Deutscher Stiidtetag, Zehn Forderungen filr eine zukunfts栢hige Stadtpolitik vom 27. Juli 2005. 
20 Pressmitteilung des Deutschen Landkreistags vom 3. Juli 2003. 








的な連邦雇用エ ージェンシー・ AA に比べて優れている。 第三に、 各地域の社会経済的諸
事情によって多様な失業問題に対して、 自治体はより弾力的に対応できる、 というような
諸点である。
以上のことから、 都市会議と郡会議の主張の相違は次のように整理される。 まず、 都市
会議の見解の焦点は次の点にあるといえよう。 失業問題はそもそも国民経済レベルの問題
であり、 失業の社会的コストともいうべき「求職者への基礎保障」は基本的には連邦が財




域の雇用政策に積極的に打って出る用意がある。 連邦の機関である AA にこれを委ねるこ
とは、 自治体の政策領域の縮小と自治の後退につながる、 というものである。






ある。03年の数字で言えば、 郡の経常会計 ・ 資産会計をあわせた歳出の63.0%は社会保障
関係費であり、 なかでも社会扶助給付費が31.7%(特別市では 9.2%) を占めている22。 こ
のことから窺い知れるように、SGBIIの実施主体が協同体に限定されてしまうと、 郡の管










表2-1 は、 こうしたモデル選択による自治体の各種データを示したものだが、 これらの
比較を通じて、 実施主体の選択動機は何かについて推測してみたい。 なお、 AA と自治体
とがそれぞれ別々に規定の業務を行うモデル （分離モデル）については選択自治体が少な
いため、 以下では検討の対象外としておく。 また、 都市）小I (ベルリン、 ハンプルク、 プレ
ーメン） の4都市（プレー メン小Mはプレ ー メン市とプレー マ ーハ ーフェン市からなる）に
ついては、 その 特異性のため、 検討対象のデー タから除外した。 さらに、 東部州と西部州
とでは社会経済状態や自治体の財政状態、 および自治体の規模等についてなお大きな相違
があり、 またSGBIIの実施主体としての郡と特別市との間には制度上の相違があるので、






地域区分 西部州 東部州 西部州 東部州
実施主体の区分 協同体！ォプション 協同体！オプション 協同体 オプション 協同体 オプション
自治体数 188 I 45 68 ! 18 81 5 25 1
平均人口 189,078 i 211,865 114,111 I 126,064 198,114 157,083 137,277 101,232 
地域別GDP/人口(€) 22,6s2 I 22,269 15,093 I 16,141 39,508 36,188 23,776 25,470 
郡経常会計歳出（一人当たり€） 623 i 658 667 ！ 701 I 
市町村経常会計歳出（同上）＊ 1,217 i 1,234 873 I 967 2,359 2,067 1,830 i 1,453 
市町村税収（同上）＊ 600 602 271 I 282 875 903 404 I 382 
税収／市町村歳出比(%) * 49 3 I 48.8 31.0 ： 29.1 37.1 ！ 43.7 22.1 ! 26.3
失業率 7.5 ： 7.6 18.6 I 19.5 10.7 10.1 18.2 i 13.0 
失業者の内（％） i ！ ： 
25歳未満 12 7 l 12.6 11 3 I 11.6 9.9 11.5 12.0 11.9 
長期失業者 33.2 ！ 33.9 43 9 I 44.9 38.9 37.7 44.3 40.1 ！ 
＊市町村経常会計、 租税収入等のデー タは、 郡においては各所属市町村のデー タの純計。
く資料>Statistische Amter des Bundes und der Lander, GENESIS Online regionalの郡• 特別市単位統計を用い、
上記区分ごとに集計した。
都市州の4都市（ベルリン、 ハンブルク、 ブレ ー メン ・ ブレ ー マ ー ハー フェン：いずれも協同体）および分離モデ
ルは除く。
人口、 地域別GDP、 自治体財政統計は2003年、 失業統計は2004年。
以下ではこれらを区別しつつ論じていくことになる。




次に、 自治体の財政力が実施主体の選択に同影響したかである。 郡は、 所属市町村から
の分担金と小卜Iからの財政調整交付金とを主たる財源としており、 固有の税源はもたない。
それゆえここでは、 郡の財政力を示す指標として、 各郡を構成する市町村の財政デー タを
用いた。 市町村の歳出規模は東部州ではオプション自治体でやや大きいが、 西部J朴ではほ
とんど差異がないといってよい。 また、 市町村歳入に占める租税収入の比率についても、











は、 大都市近郊のベッドタウンが多く含まれていることが推測される。 つまり、 GDPに反








を選択したといえる。 しかし郡においては、 選択は財政力とは無関係になされており、 む
しろ失業問題が深刻な郡においてオプションモデルを選択したケ ースが多いと考えられる。
なお、 前述の MoZArT プロジェクト＿ハ ルツ IV 改革に先立つ職安と自治体の連携ー
ーに参加した自治体はどのような選択をとったのだろうか。同プロジェクトに参加した 30
自治体のうち、 1都市 4郡はオプションモデルを選択している。 MoZArT プロジェクトの
最終報告書はこの選択をした自治体にヒアリングした結果を踏まえて、 次のように分析し





懐疑的に捉えているようである。 また、 対等なパ ー トナ ーシップの実現可能性について、
自治体の担当者は決定権限を AA に委任するのは不可避であると考えているとのことであ
る。
これに対して、 他の多くの自治体は協同体モデルを選択したが、 これは MoZArT プロジ
ェクトでの経験が協同体モデルの選択によって一層発展するであろうとの期待によるとさ
れる。 すなわち、 AA の労働市場や職業専門的なノウハウと企業とのコンタクトとを、 自
治体職員の対人援助における専門性と結びつけることで、 受給者の職業的・社会的統合に




前述のように、 ハルツ IV 改革の主要な目的の一つに自治体財政の健全化が掲げられ、




SGBII 第 46 条および同法付則の手続きに従い、自治体の財政負担如何は定期的に検証さ
れることとされている。 表2-2は付則に示される負担増・負担減要素に関して、 各種の試
算を示したものであるが、 試算の主体によってその結果が大きく異なっていることがわか
る。 まず、2004年6月末の両院調停委員会による試算では、 自治体の負担は124億ユ ーロ
の増加要素と 95 億ユ ーロの軽減要素とによって、 結果的に約 30 億ユ ーロの負担増となる
ことが予測された。 その結果、＇州の負担軽減分 23 億ユ ーロを含めて、 25 億ユ ーロの自治
体負担軽減を達成するためには、 連邦が住宅費の29.1%を負担する必要があることが明ら
かとなり、 新制度スター ト時点での連邦の住宅費補助率が定められたのである。




試算主体（年額推計） 調停委員会 経済労働省 自治体
試算データ基準日 04年9月 05年9月 05年6月
A自治体負担の増加
住宅 ・ 暖房費 10 98 12.23 11.82 
追加的 一 時給付 0.25 0 09 0.37 
統合給付 0.15 1.05 0.23 
上記に関する人件費·物件費 0.24 0.00 0.31 
他法受給者への住宅費給付 0.80 0.79 1.14 
合計 12.42 13.26 13.87 
B自治体負担の減少（就労能力ある者への社会扶助廃止による）
生計扶助純給付 6.22 9.08 7.01 
医療扶助 1.07 1.17 0.94 
統合給付 1.15 1.15 1.15 
人件費・行政費 1.02 1.52 1 28 
合計 9.47 12.92 10.38 
自治体負担の増減
負担増加 12.42 13.26 13 87 
負担減少 9 47 12 92 10.38 
収支（増加ー減少） 2.95 0.34 3 49 
C州の負担軽減（州からの自治体収入の増加）
住宅手当廃止による負担減 2.05 2.96 1.72 
統合給付の州負担減 0.20 0 20 0.20 
Cを加えた負担の増減 0.70 -2.82 1.57 
25億€軽減に必要な移転 3.20 0.00 4.07 
軽減に必要な住宅費連邦負担率（％） 29.1 0.0 34.4 
く資料> Deutscher Landkreistag, Bilanz der Kommunen aus dem Hartz­
IV-Gesetz im Jahr 2005. 
http://www.kreise.de/landkreistag/dlt-aktuell/alhi-sozhi/kde-synopse051024.pdf 
表2-3自治体財政負担調査結果の推移（百万ユー ロ）
基準日(2005年） 2月15日 3月15日 4月15日 5月15日 6月15日
負担増 12,233 12,720 13,091 13,273 13,515 
うち住宅暖房費 10.454 10,913 11,254 11,425 11,653 
（参考）住宅費件数 3,156 3,357 3,484 3,535 3,570 
負担減 8,410 (2005年2月15日の数値で固定）
収支 3,823 4,310 4,682 4,863 5,106 
* 2005年1月から基準日までの実額をもとに年額推計したもの。
く資料> Statistisches Bundesamt, Kommunale Datenerhebung








調査では負担増加要素 139 億ユ ー ロ、負担減要素 104 億ユ ー ロで、実質約 35 億ユ ー ロの負
担増となり、25 億ユ ー ロの自治体負担軽減を達成するためには連邦の補助率を34.4%にま
で引き上げねばならないという結果が出ている。 両者の試算結果が大きく異なっているこ
とについて、 ドイツ郡会議は次のように指摘している。 経済労働省の試算は、 法に定めた
算定方法に従っていない上、 問題の多いソフトウェア（連邦雇用エ ー ジェンシーの用いて
いた情報処理システムで、 自治体の電算システムとの互換性がなく、 デー タ収集上の問題
がしばしば指摘されている）を用いているため、 悉皆的なデー タとはいえないとのことで
ある2\






ない。 デー タの信頼性を確保するために、 自治体関係団体のほか、各州の関係部局、 連邦
経済労働省および連邦統計局によって組織された自治体デー タ収集ワ ー キンググル ー プに
おいて、 デー タ収集や処理の方法について議論を行い、 それを踏まえて算出されたもので
ある。 また収集したデー タは、 連邦統計局による技術的な処理（統計的に異常な数値やデ
ー タ欠落部分の補整等）を行った上で公表している。 従って試算の信頼性は高いものとい
え、 SGBII 付則の趣旨からしてもこのデー タを基準として住宅費連邦負担率の算定を行う
ことが正当であると考えられる。
なお、 表 2-3 は自治体調査結果の、 2 月から 6 月までの推移を示したものである。 表 2
の数値と若干の相違があるのは、 表 2 は自治体の独自集計によるもの、 表 3 は連邦統計局
による数値の補整を含んでいるためと考えられる。 この表によれば、 住宅費受給世帯数は
月を追うごとに増加してきており、 そのために、 自治体の財政負担を年額に推計した数値
も月ごとに増加してきていることが分かる。 すなわち、 2 月時点での調査結果による自治
体負担推計に比べ、6月時点でのそれは、 約12億ユ ー ロも自治体負担が増加している。 こ
うした受給件数および給付額の増加を単に失業者の増加に帰するのは不自然であり、 何ら
かの制度運用上の理由が関わっているものと考えられる一一例えば SGBII と SGBXII とへ














この軽減額の総額が25億ユ ー ロであり、ここからB (住宅費負担平均単価のうち自治体負
担分） が逆算され、 そこから連邦の負担率が求められるという仕組みであるが、 個別自治
体においてこの軽減目標が達成されるか否かは次の条件に規定される。






は高くなることも考えられる。 実際、 施行前の段階でドイツ都市会譲は、 この改正が都市
に不利に作用すると主張してきた。 また、 こうした予測が都市に対してオプションモデル
の選択を躊躇させる影響を及ぼしたものとも考えられる。 以下では、 こうした財政的影響
の自治体間格差の問題について、 オプションモデルと協同体モデル、 都市と郡、 東部小Mと






実施主体の区分 西蔀州 東部州 西部州 東部州
州の区分
-- . ·-----·· -— , 
協同体iオプション 協同体 オプション 協同体 オプション 協同体 オプション
住宅費受給世帯数（人口千人当たり）＊ 21.1: 27.0 66 5 80 4 50.5 45 1 81.0 48 2 
HLU受給世帯数（人口千人当たり） 11 Q[ 11.7 13.8 15.2 25.6 24 0 24 6 14 8 
住宅費受給世帯/HLU受給世帯 2 51 23 48 5.3 2.0 1 9 3.3 33 
住宅費件数6月/2月（％） 11s.o
l 124.6 111.2 118.3 111.6 105.3 112 2 97 3 
住宅費自治体負担 分単価(EUR)
- . 
1,6171 1,257 1,469 _ 1,530 1,536 1,175 1,837 1,894 








減 681 70 覆
72 159i 154 124 86 








16 4 15.7 27.7 29.4 9.3 10.1 15.4 10.8 
虹5.5 10.6 9.9 10.3 6.7 7.4 6.8 
5.9 
収支 5.1 17 8 19.1 2.6 2.7 8.6 4.9 
＊住宅費受給世帯数は05年1月から6月までの数値。HLU受給世帯数は04年総数。



















































しかし、 SGBII に約束された 25 億ユ ー ロの自治体財政負担の軽減が果たして実現されるか
否かは、 今後の行方を見守るしかない。
第二に、 自治体が長期失業者の社会生活 ・ 職業生活への統合においてどのような役割を
果たし、それがこの改革でどのような変貌を遂げようとしているのか。 90 年代の社会扶助
費の膨張のなかで、 自治体は就労扶助政策を通じて、 地域的な雇用政策や長期失業者への
人的ケアに関する経験を積み上げてきた。 SGBII におけるオプションモデルの導入は、 こ
うした自治体の実績を無にせず、 地域経済社会に対する政策的影響力を保持しようとする


























200 5年に施行されたいわゆるハルツ IV法は、 労働市場改革の一 環であると同時に、 社会
扶助をめぐる自治体と連邦の間の役割分担・費用負担関係を大きく転換するものとして登





手当II)受給者の自立 ・ 就労支援にかかる業務に関して、 連邦• 自治体の間でどのような
分担・協力関係が構築できるか、 である。失業手当IIは、自治体によって担われてきた「社
会保障の最後の網」としての社会扶助と、 連邦雇用エ ー ジェンシ ーの実施する失業保険 ・
雇用促進事業の枠組みで給付されてきた失業扶助とを統合する形で創設されたものである。
それゆえに、 この改革は州の頭を越える形で連邦と自治体の間での事務配分関係および費


















第ーは施行半年前の 04 年 7 月の改正”であり、この主内容は SGBII の実施主体に関する
ものであった。 成立当初の同法では、 実施主体は連邦雇用エ ー ジェンシー (Bundesagentur 
fur Arbeit, 以下 BA と略す）の地域機関である労働エ ー ジェンシー (Arbeitsagentur, 以下
AA と略す）が想定されていた。 しかしこの改正によって、 SGBII の実施主体は次の三つ
のバリエ ーションをもつこととなった。①AA が単独で実施主体となるモデル、②AA と自
治体が協同して設立する協同組織 (Arbeitsgemeinschaft,以下 ARGE と略す）が実施主体と
なるモデル、 ③自治体が単独で実施主体となるモデル、 である。 この改正の趣旨は、 自治
体が SGBII の実施主体として参画する余地を拡大することにあった。 自治体はこれまで社
会扶助の実施を通じて、 その財政負担を重荷に感じつつも、 地域雇用政策の担い手として
の経験を積み重ねてきたのであるが、 SGBII の実施主体が AA に限定されてしまうと、 自
治体の政策分野が大幅に縮小されることになる。 これは特に郡にとって深刻な問題となっ
ていた。 社会扶助は郡の業務の半分以上を占めるものであった。 SGBII の実施主体を AA
としてしまうと、 郡は旧社会扶助受給者層のうち就労能力のない人々、 すなわち高齢者や
障害者に対する基礎保障 （社会法典第 12 編、 SGBXII) については引き続き実施主体とな
るものの、 その政策領域は大幅に縮小されてしまうことになる。 従って、 自治体、 特に郡
が SGBII の実施主体として参入していくことは、郡の存在意義を維持する意味ももったわ
けである。
第二には、 05 年 12 月に行われた、 連邦と自治体の間の費用負担問題に関わる改正であ
る汽施行時点での SGBII では、 連邦と自治体の負担関係は次のように規定されていた。








で 25 億ユ ー ロ軽減する、ということを前提とし、制度実施後半年ごとに費用負担状況を検




である。 こうした状況下で、 この法改正は、 05 年および 06 年の連邦負担比率を 29.1%に
据え置き、 それ以降の連邦負担率決定方式は改めて規定しなおすこととしたのである。
第三には、 06 年 3 月に行われた改正27、 および 7 月に行われた改正28で、 施行後に予想
25 Gesetz zur optionalen Triigerschaft von Kommunen nach dem Zweiten Buch Sozialgesetzbuch 
(Kommunales Optionsgesetz), BGB/. 2004 I, S. 2014. 
2
6 Erstes Gesetz zur Anderung des Zweiten Buches Sozialgesetzbuch vom 22. Dezember 2005, BGBI.
2005 I, S. 3675. 
27 Gesetz zur細derung des Zweites Buches Sozialgesetzbuch und anderer Gesetze vom 24. Marz 2006, 
BGB/. 2006 I, S.558. 





や給付条件の厳格化、 制裁の強化などを含むものであった。 次節で述べるように、 05 年1
月 のSGBII施行以来、 受 給 者 は 増加の 一 途をた どり 、 また予想以上に 受 給 世 帯
Bedarfsgemeinschaft数が増加したことから、 住宅費給付の額も大きなものとなった。3月の












に第 一の目的があった。 しかし、 結論的にいえば、 大規模な制度 変革に伴う混乱や予測の
不十分性などから、 この目的は必ずしも達成されていない。 そこで、 実施前後の受給者 ・
受給件数と財政支出の変化について検討してみよう。
まず、 受給者数・受給世帯数について、BA の研究機関である IAB(lnstitutfur Arbeitsmarkt­




























（千世帯） （千人） ，り給付（€） （百万€）
04年推計 2, 861' 5, 9761 
05年1月 3 ,32 9 6,1191 84 8 2,824 
05年6月 3,736 6, 792! 842 3,147 
05年12月 3, 9 30 7,1 01 i 838! 3,2 91
06年6月 4 ,1071 7,40 0! 827 3, 39 8 
給付額は月額。
く資料> Bundesagentur flir Arbeit, Statistik der 
Grundsicherung flir Arbeitsuchende nach dem SGB II (Daten 
nach einer Wartezeit von 3 Monaten)各月デー タより作成。












































旧法（失業扶助 ・ 社会扶助） 新法(SGBII)
j04年実績05年試算 j05年実績：06年予測
現金給付（社会保険料負担含む）
失業扶助 ! 18.8 22.9 失業手当II(付
社会扶助 7.8 8.4 
加 ・一時給付含 25.2 24.6 
（対就労可能 む）
住宅手当 4.0 4.2 住宅費給付 12.1 i 12.4 
合計 1 30.6 I 35.5 合計 ! 37.3 j 37.0 
統合給付
BA i 4.2 : BA ！ ! 6.5
自治体 I 1.3 ! 自治体 ! 
3.6 
: 0.3 
合計 i 5.5 合計 i 3.6 I 6.8 
行政費用
連邦 1.2 連邦 3.1 3.5 
自治体 1.3 自治体 0.4 I 0.5 
合計 ! 2.5 合計 I 3.5 [ 4.0 
総計 ! 38.6 43.5 総計 I 44.4 i 47.8 
「05年試算」は、旧制度が存続したと仮定した場合の試算。
く資料> Deutscher Bundestag, Ausschussdrucksache 16(11) 167. 
失業扶助の 受給者にとっては給付水準の低下を意味していた。 その意味では、 扶助給付額
の 部分ではかなりの 支出削減になったのである。 他方、 住宅関係の 給付については大幅な
支出増となっている。 そもそも住宅手当は普遍的な住宅保障制度のもとで、 より広範な層
に対してなされる給付であり、 連邦と小"'が折半で負担する制度である。 社会扶助制度の下
では、 受給者に対する住宅扶助給付があり、 これは表3-2では社会扶助給付の なかに含ま
れているため、 住宅手当は主として失業扶助受給者に対するそれと考えられる。 SGBIIの
下では、 受給者に対する住宅手当は廃止され、 それにかわって住宅 ・ 暖房費が別途給付さ
れる仕組みとなった。 従って、 住宅手当と住宅費給付との 間の 相違は、 旧社会扶助受給者
層に対する住宅扶助分が顕在化した分が大きいもの と考えられる。
財政負担動向を見る上でもう 一つ注目すべき点は、 連邦と自治体の負担関係である。
SGBIIの 第46条第5項は、 この 改革を通じて自治体の 財政負担を総額で25億ユ ー ロ軽減
することを目標として掲げていた。 この点に着目して前出表3-2 を見ると、 旧制度におけ










に連邦側と自治体側で - - • 
く資料> Deutscher Landkreistag, Neue Gruppierung Hartz IV. より作成。
表3-3 自治体の財政負担状況（オプション自治体を除く、単位百万€）
05上半期 05下半期 06上半期
朴l負担軽減の自治体への配分 200 328 315 
東部州に対する特別調整 400 437 426 
連邦の住宅費負担 1,257 1,647 1,561 
収入合計 1,857 2,413 2,302 
住宅費給付 4,704 5,613 5,859 
統合措置 33 26 30 
一時給付 63 112! 102 
支出合計 4,800 5,751 I 5,991 
-39 -
！一
異なる主張がなされており、 上記の数字は簡略なもので正確ではない。 しかし、 いずれに
せよ SGBII に掲げた軽減目標は達成されていない状況にある。
このことは自治体側でのデー タ集計でも明らかにされている。 表 3-3 は郡会議が連邦統
計局との協力を得て集計したデー タであるが、 オプション自治体分についてはデー タ収集
が不完全であることから除外している。 ここで見る限りでも、 05 年における自治体の住宅
費給付に対する連邦からの財源移転は 29.1%には達していないことがわかる。
2. 現段階までの評価
ハルツ IV 改革をめぐっては、 06 年半ばに三つの評価報告書が出されている。 会計検査




会計検査院は 5 月 19 日連邦議会に対し、 求職者基礎保障制度に関する監査報告書を提
出した(Bundes Rechnungshof 2006)。 会計検査院は独立した機関として連邦政府の各業務の
効率性や有効性を監査する機関であり、 SGBII の実施に関しても主として財政運営上の適




まず第一 に、 最大の問題とされたのは、 統合措置の活用上の不十分性である。 統合措置
とは、 いわゆる「1ユ ーロジョプ」であり、 長期失業者の就労能力や適性を見極める目的
で、 あるいは就労の習慣づけや訓練の目的で提供される短時間・暫定的な就労機会のこと




第二に、 受給者の就労能力、 資産状態、 家族における扶養関係等に関する調査が不十分
であるとも指摘し、 いわゆる不正受給が多く存在する可能性を示唆した。 この点について
は、 オプション自治体は ARGE におけるよりも、 資産調査が迅速に行われているとの指摘
がされている。
第三に、 ARGE とオプションの間に、 連邦からの行政コスト保障のあり方に差があると
いうことである。 これは SGBII における両実施体制の競争という実験条項の趣旨に反する
ものであると指摘されている。
その他に、 連邦政府が ARGE およびオプションのいずれの場合に対しても、 十分なコン
トローリングを行いえていないという点、 あるいは逆に、 オプション自治体の一部が、 BA
との間の決済関係を正しく行っていない、 ということも指摘されている。 要は連邦政府、
BA、 ARGE、 オプション自治体、 という各レベルの主体の間の協同関係が必ずしも成功し













同じく 6 月には、 オンブズ委員会の報告書が提出された(Ombudsrat2006)。 同委員会は
SGBII の制度およびその運用の適切性を評価し、 必要な改正や改善を勧告するものとして
法施行前に設立されたものである。 05 年 6 月に中間報告を提出していた(Ombudsrat 2005) 
が、 この時点では制度導入時の混乱を背景に、 運用の適正化の必要がある技術的問題に重














負荷、 求職者への斡旋· 統合に向けての業務手順の未確立、 職員の身分・労働条件上の法
整備の不備等が指摘されている。 とはいえ同報告は、 こうした問題にもかかわらず、 職員
の人的な尽力によって支援に向けての努力がなされている点を賞賛している。
また、 制度施行以降、 連邦政府の予想を上回る受給者の増加とそれに伴う費用の上昇に
ついては、 同報告は前述の会計検査院報告とは異なる評価を下している。 すなわち、 給付
費用の増加のほとんどは、 不正受給によるものではなく、 むしろ旧社会扶助制度の下で申
請を躊躇させていたスティグマが減少したことで、 より多くの申請要件者が顕在化したも
のと捉えているのである。 それゆえ、 コ ストの増加を喧伝する世論に対しては、 むしろ社
会における連帯意識の危機を感じる、 という見方を呈している。
(3) ドイツ銀行の調査レポー ト
ドイツ銀行調査部は 2006 年 8 月 9 日付で「二人のコックが粥をだいなしにしている」




このレポ ー トではまず、 改革に期待された財政負担削減効果や労働市場活性化効果等を
実績と比較し、 実施前の連邦政府による予測の楽観性を指摘している。
次いで、 このレポー トでは特に ARGE とオプションの二つの実施体制を比較して論じて
いる。 会計検査院やオンプズ委員会の評価は、 現在の実施体制を当面は存続させ、 改善を
行っていくスタンスで論じられているが、 ドイツ銀行のレポ ートはこうした選択に批判的
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ARGEに対するBAのコントロ ー リングがいずれも機能不全に陥っているとし、 集権的な








労支援施策の重複性を除き、 「 ひとつの手から」支援を行うというSGBII のあり方そのも
のは支持されているわけである。 問題は、 この「ひとつの手」のあり方、 すなわち給付や
支援施策の実施主体が、 連邦レベル、fMレベル、 自治体レベルのいずれを中心に行うべき
であるのか、 また複数の主体が協同して行うことは可能であるか、 またいかにしてか、 と
いう問題にあると考えられる。
さらにあわせて、 三つの報告書のなかでは十分に言及されていないが、 この実施主体の












前述のように、 施行時点でのSGBII第46 条は、 この改革を通じて自治体の財政負担を
25億ユ ー ロ 軽減することをうたい、 そのために自治体が受給者に給付する住宅・暖房費給





については、 同法の 「付則」 が詳細に規定していた。 すなわち、 改革による自治体の負担

























この点を捉え、 本来社会扶助を受給しているはずであった人々が SGBII による給付を受け
るようになったのであるから、 この人々が社会扶助を受給していた場合に要したであろう
費用を自治体の負担軽減分に算入するべきだとし、それに基づいた算出を行ったのである。
また第二に、 そもそも自治体にとっての負担軽減額を、 2004 年のデー タをもとに一定額
に固定化するか、 あるいは旧制度が存続したであろうと仮定して給付総額が毎年一 定割合
で増加するものと捉え、 軽減額をそれにスライドさせるか、 という問題である。 連邦政府
は旧制度が存続した場合、 受給者が年に 7%増加したであろうと仮定し、 これを自治体の




こうした連邦政府と自治体との間の算出方法の相違の結果、自治体に 25 億ユ ー ロの負担
・軽減を実現させるために必要な連邦政府の住宅費負担比率は、 連邦政府の計算によれば
16%、 自治体の計算によれば 42%、 という大きな懸隔が生じたのである。
06 年における連邦政府負担比率の決定をめぐって、05 年末には連邦政府と自治体代表団
体の間で攻防が展開された。最終的には前述 05 年 12 月 22 日付の法改正で決着したように、
06 年には連邦負担比率を 29.1%に据え置き、 07 年以降の負担比率については改めて規定
するという妥協に至ったのであるが、 つまるところこれは問題解決の先送りに過ぎなかっ
た。 これと同じ議論が 06 年末には再び展開されることになることは必至である。 さらに、
05 年末の決着が SGBII から負担比率算定手続きに関する規定（第 46 条第 6"-'9 項、 付則）
を削除するものであったことは、この問題の解決方向を一層不透明なものとしてしまった。
連邦と自治体の間で一 旦合意した負担率決定手続きを白紙にしてしまうことで、 今後の議
論をーから始める必要が生じたためである。 06 年 11 月には、 07 年の連邦負担に関する一
応の決着を見、 対前年 4 億ユ ー ロの連邦負担の増額で合意がなされたが、 結局のところ 25
億ユ ー ロの自治体負担軽減は達成されないことが明らかになった。 また恒久的な連邦負担
率の算定に関する決着は08年までに持ち越されるという結果となっている凡
(2)実施主体をめぐる状況
SGBII の実施主体に関しては、ハルツ IV 改革をめぐる前述の三つの評価報告が三様の処
方箋を書いていたことからも察せられるが、 未だ先の見えない問題となっている。 ここで
のさしあたりの焦点は、 第一に ARGE における AA と自治体の協同関係のあり方とイニシ
ャティプの所在、 第二に ARGE かオプションかの選択の問題にあると考えられる。 そこで
以下ではこの二点について検討を加えていく。
まず、 ARGE の体制上の問題について。 ARGE における AA と自治体の協同をめぐって
は、 BA と自治体の指揮命令系統の混在と ARGE としての意思決定システムの弱さがしば
しば問題となっていた。 法施行直後の混乱を解決するため、 連邦経済労働省、 連邦労働エ
ー ジェンシー、 ドイツ都市会議、 ドイツ市町村同盟は ARGE における運営についての協定
を結んだ32。 なお、 自治体代表団体のうち、 ドイツ郡会議はそもそも ARGE は基本法で禁
31 Pressmitteilung des Deutschen Stadtetags vom 3. November 2006; Pressmitteilung des Deutschen 
Landkreistag vom 3. November 2006. 






ARGE の実施者総会における自治体イニシャティプの可能性を保障すること、 また BA に
よるコントロー リン グのあり方を定めること、 を目的とした。 ARGE の実施者総会
Tragerversammlung とは、 自治体と AA 双方からの代表者によって構成される ARGE の最
高意思決定機関である。 そこでの両者からの代議員構成如何によって ARGE に対する双方





統合、 タ ー ゲットグルー プの就職率、 給付削減率、 等の点でベンチマークを定め、 それぞ
れの最低条件を達成した場合には自治体の過半数取得を認めるというものである。 この枠
組み協定のもとで、 約 100 の自治体が ARGE の実施者総会での過半数を握り、 イニシャテ
ィブを発揮しているとされる”。
しかし、 実施者総会で自治体が過半数を握ったとしても、 それを通じて BA に対して影
響力を及ぼしうるか否かはまた別の問題である。 とりわけ地域構造問題を抱える失業率の
高い地域においては、 自治体が ARGE を通じて地域雇用市場に影響を及ぼす余地は限られ
ている。 また、 先のオンブズ委員会の最終報告書においても、 枠組み協定が期待したほど




ARGE との比較においてそのパフォ ーマンスを比較することは不可能である。 ただし、 ド
イツ郡会議がオプション自治体を中心としたアンケ ート調査を実施しており、 その調査結
果(Deutscher Landkreistag 2006)を参照することができる。この調査は、ドイツ郡会議が都市 ・
ヨ ーロッパ研究所 (Internationale Institut ftir Staats- und Europawissenschaften (ISE)) に委託
したものであり、 06 年 2 月末に全郡とオプション自治体 (6 都市を含む）に対して実施し
たアンケ ート調査の分析を行ったものである。 対象自治体 330 のうち 235 団体、 約 7 割の
回答を得ている。
アンケ ートではまず、 自治体が再度選択機会を与えられるとすれば、 ARGE とオプショ
ンのいずれを選択するかという問いを行っている。 回答したオプション自治体は全て、 今
後もオプションを続けるとし、ARGE 自治体の 56%は ARGE を選択すると回答した。ARGE
自治体の残り 32%は、 再選択の可能性があればオプションを選択するとし、 12%の自治体
は分離形態 (AA と自治体が別々に職務を実施する）を選択すると回答した。 また、 実施
主体の選択に際して、 オプションを選んだ自治体では、 自らの裁量の余地がより大きいも
Bundesagentur fiir Arbeit und den kommunalen Spitzenverbanden zur Weiterentwicklung der 
Grundsatze der Zusammenarbeit der Trager der Grundsicherung in den Arbeitsgemeinschaften gem狐
§44b SGBII, I.August 2005.
”目標協定による実施者総会での自治体過半数の確保については、 ドイツ都市会議労働•青少





したと考えており、 11%は不変と回答した。 ARGE では13%が拡大、48%が不変、 39%は




に 相違があることが明らかに されている。 すなわち、 職員配置については、 職員一 人当た
りの担当件数の上限を、 給付担当職員と斡旋担当職員の それぞれについて、 各実施主体が
定めることになっているのであるが、 この上限に は次のようなば らつきがあるとされる。
まず、 給付担当職員の配置については、 ARGEの10%、 オプションの2%で給付担当職員
が担当する受給世帯数の上限を200 件以上の水準に設定している。 他方で、 オプションの
19%、ARGEの12%では、 この上限を120件以下に設定している。 斡旋担当職員の配置に
ついては、オプションの35%およびARGEの11% は職員一人当たりの求職者数の上限を
130以下に 、 オプションの43%およびARGEの27% は131 "-'170 件に設定している。 オ
プションの22%、ARGEの63%では職員配置基準はさ ら に劣悪な状況にある。
こうした職員配置に規定されてか、 受給者の労働市場への統合における実績についても
相違が生じている。 SGBII の実施主体は、 受給者との間で 「 統合協定」と呼ばれる支援プ
ログラムに関する合意をとりつつ、 労働市場への統合を進めることとなっているが、05年
の実績で見ると、 ARGEの40%、 オプションの28%では統合協定を結ぶことができた受給
者は40%以下でしかない。 オプションの23% 、ARGEの18%ではこの協定締結率は40 "-'
60%である。 オプションの約半数、ARGEの43%では60%以上の受給者と統合協定を締結
できている。 そ の結果、 「 lユ ー ロジョプ」と呼ばれる統合措置に関する予算の消化率にも
相違が生じている。 すなわち、 オプションの31%、ARGEの47%は統合予算の消化率は半
分以下である。 消化率が70%を超えたのは、 オプション自治体の45% 、ARGEでは4%に
過ぎない。







に も現れていたように 、 ARGEにおける協同が必ずしも良好に機能していない状況が、 逆
に オプションヘの相対的な評価を高めていると捉えることもできよう。
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く資料> Bundesagentur 印r Aibeit, Statistik der Grundsicherung 印r心beitsuchende nach SGB II, 
各月における自治体別データより独自に集計した。
AはARGE 、 0はオプション自治体を示す。





て、 06 年 9 月に発効した連邦制度改革（基本法改正）は、 ドイツにおける政府間財政関係
の行方を一層複雑化させることとなった。
連邦制度改革は、シュレ ー ダー政権下の 03 年4月に改革の必要性と連邦政府の見解が示
され34、 検討のための連邦制度改革委員会が設置されて以来、 政権交代をはさんで 3 年間
をかけて検討が進められてきた。 この委員会の課題は、 第一に欧州統合の進展の中で連邦
基本法を EU 法に対応させること、 第二に連邦の立法過程の迅速化を図るために、 連邦と
, HIの権限、 事務配分、 財政責任を明確に区分し、 連邦の立法における参議院の協働権をそ
れに対応させること、 第三に東部諸J小Iの事情を勘案しつつ、 連帯的連邦制の強化と競争的
要素によるその補完を図ること、といった点に置かれていた35。 このうち特に第二の点は、
連邦• 小卜1 ・ 市町村の間の権限関係を整理するという意味において、 ハ ルツIV改革をめぐ
る政府間行財政関係の錯綜問題に密接に関わる問題である。




要とする範囲を縮小することによって立法プロセスの迅速化を図る一 方、 連邦と J州の間の
権限関係の再規定を通じで州の権限範囲を拡張することをも同時に進めたのであり、 これ
34 Modemisierung der bundesstaatlichen Ordnung, Position des Bundes, Berlin, 09. April 2003. 






















これは、 旧社会扶助の対象から SGBII (求職者基礎保障）に移管された就労能力ある人々






































れるべきものである。 それゆえ今回の基本法改正は、 郡会議が長年要求してきた、 連邦に
よる自治体への直接委任の廃止を実現したものである、 と評価しているのである。
おわりに
以上のように、 施行から 1 年半を経た段階での SGBII は、 連邦・小卜1・自治体の間での機
能分担関係および費用負担関係に関して、 なお多くの対立点を牢んでおり、 最終的な決着




自治体に対して 25 億ユ ー ロの負担軽減を達成するという目的を果たすために導入された








他方、 SGBII の実施主体の行方に関しても、 08 年までに決断される最終的な執行主体が
どのようになるのかについては、 未だ予断を許さない状況にある。 この問題の難しさは、
SGBII がそもそも社会扶助と失業扶助という出自の異なる業務を統合したということに発
している。 オー ツのいう、 所得再分配や経済安定化は中央政府、 資源配分は自治体、 とい
う政府の機能区分に則っていえば(Oats 1972)、 SGBII はこの三つの機能が錯綜する領域で
·i 38 Deutscher Stadtetag, Pressmitteilung vom 2. Juni 2006. 
39 Deutscher Landkreistag, Pressmitteilung vom 31. Augst 2006. 
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あるがゆえの複雑さをもっていると考えられる。 すなわち、 所得再分配の最底辺を担って
きた社会扶助、経済安定化機能の一 環としての失業扶助、資源配分機能としての就労支援・
対人ケア、 という三つの機能を一つの制度に統合したことにより、 この業務の担い手が連
邦政府であるべきか、 自治体であるべきかが整理できなくなっているのである。 その結果
として、 一種の妥協策としてAA と自治体の協同によるARGEという組織形態が編み出さ
れたわけだが、 これが必ずしも良好に機能していないということも本稿で明らかにしたと
おりである。 加えて基本法改正を通じて混合行政の排除という周辺条件が作られたことに
より、 今後ARGEがどのような形で存続するのか、 あるいはAAと自治体が分離して事務
を執行する仕組みに決着するのかも、 なお不透明である。
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(1)東部自治体の税収構造
自治体の財政構造は、東部州と西部州の間で大きく異なっている。まず、図4－3は東西
州の市町村における歳入構造の推移を示したものである。統一直後の東部州自治体におい
ては、一人当たり税収は西部州のそれの5分の1ほどにとどまっていたが、現在では約2
分の1にまで増加してきている。とはいえこの税収はなお、経常会計収入の4分の1をま
かなうに過ぎず、財源の半分以上を連邦・州からの財政移転によっている。
ドイツの市町村税は、概して税収総額の約4割を営業税が占めている事情から、景気変
動の影響を受けやすい構造にあるが、西部自治体で税収の落ち込みが見られた01年～03
年において、東部自治体での税収減は比較的軽微にとどまっている。この結果、税収総額
に占める営業税の比率についていえば､02年には東部自治体のそれは西部自治体を上回る
ようになった。このことは、東部自治体の税収構造が、対東部支援に支えられた企業収益
に相対的に多くを依存するようになっていることを意味している。図4－4は各州における
市町村税の構成を比較したものであるが、一人当たり税収が相対的に大きいザクセン州、
ザクセンーアンハルト州において営業税の比率が高いことがわかる。これに対して、東部
自治体では西部に比べて所得税分与の比率がかなり低い状況もうかがえる。
表4－2は共通税・市町村税の徴収額と再分配後の税収とを東西地域間で比較したもので
あるが、所得税の東部地域における一人当たり徴税額は西部地域の3割にとどまり、この
地域の個人所得がなお低水準にとどまる状況を反映している｡例えば03年時点で東部の賃
金水準は西部の77％にとどまっている状況や、東部地域の消費総額が産出額を大幅に上回
っており、その超過分の75％が西部からの公的財政移転である状況が指摘されている44。
すなわち、東部における自力での所得創出の力はなお弱い状況にあるといえる。法人税徴
税額はさらに低く、この税の負担者である大企業の集積の弱さが表れている。なお、法人
税や所得税には対東部地域支援の財源確保のため5.5％の連帯付加税が課されているが、
これは東西両地域ともに課されているために､東西の税収比率には影響を与えない｡また、
所得税分与は居住地原則で配分されるため、再分配前の所得税徴収額と再分配後の所得税
分与額とを比較してもほとんど変化は見られない｡これに対して､売上税についていえば、
徴税額は所得税や法人税に比べると東部の水準は相対的に高いものの、なお西部の半分に
満たない。しかし、売上税分与でみると、西部一人当たり額の85％にあたる額が東部に配
分されており、この分与がもつ財政調整機能を見て取ることができる。
また営業税についていえば、その課税ベースが法人税のそれよりも広いことを反映して、
再分配前の税収では東部の一人当たり税収は西部のそれの44％であり、売上税には及ばな
いものの、所得税や法人税に比べて高い税収をもたらしていることがわかる。ただし、営
業税の賦課率（基礎税率に対する倍率）は、06年時点で西部自治体の平均が394であるの
に対して東部自治体の平均は358であり4う、税率の上ではなお相対的に低く設定されてい
る。営業税粗収入のうち、一定部分は営業税納付金として市町村から連邦．州に逆配分さ
れる仕組みになっているが、この納付率（基礎税率での収入額に対する比率）は207年時
点でいえば西部で73％、東部で38％と異なっている。このために再分配後の営業税（純収
入）でいえば、東部の一人当たり税収は西部の48％にまで上昇することになる。
東部市町村において相対的に高い徴税額を示しているのが不動産税であり、一人当たり
44Siebke,Jiirgen,DeutschlandfiinfZehnJahrenachderWiedervereinigung.In:Sellin(2005)
45StatistischesBundesamt,Rea畑e"eﾉ"ve噸はcII,Fqc/2se"e/4Reﾉ2eノ0,2006.
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